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論 文 内 容 の 要 旨 
 ここ10年足らずのあいだ、特に1997年政権交代以降、イギリスのチャイルドケアは劇的な変化を見せた。
そのプロセスの検討により日本の保育を考える上での示唆を得ること、そしてイギリスにおける乳幼児の教育
とケアの全体像を示すことが本論の目的である。 
 第１章ではヨーロッパ連合（EC／EU）の保育ネットワーク（1986－1996）の視点から保育サービスの状況に
ついて検討し、イギリスのチャイルドケアの全般的な立ち遅れと特徴を明らかにした。しかし保育機関が、就
業する親たちとその子どもたちだけにサービスを提供するのではなく、地域のいわば多機能福祉機関として住
民にサービスを提供するという先進的な部分も存在することを示した。 
 第２章では同じく保育ネットワークの視点から男性保育者問題を取り上げ、男性保育者を雇用する先進的な
事例を取り上げ検討したが、それにより保育サービスがイギリスにおいては普遍的サービスではなく、社会福
祉という文脈においてニーズのある家族を対象とするものであるという特徴が浮き彫りにされた。 
 次いで第３章ではそれらの特徴が何に由来するかを理解するために、エスピン‐アンデルセンの３つの福祉
国家類型論を手がかりとした。18のOECD諸国のチャイルドケアのデータを用い、福祉国家レジームとチャイ
ルドケアの関係を探った。さらに各類型についての理解を深めるためにグスタフソン、ゴーニックの先行研究
を引いた。 
 第４章では産業革命当時から、1997年の政権交代以前までのチャイルドケアの歴史的経緯を述べた。1990
年代はじめは、長引く経済不況と国民の学力の低水準、他国からの立ち遅れ、戦後の学校教育の拡大が高等教
育機関までほぼ行き渡ったこと、これらの要因が重なり、まず就学前教育の充実にむけての着手がなされたと
いう状況であった。 
 第５章では1997年の政権交代後第１期目の政府のチャイルドケア政策を示した。家族機能の強化が国を挙げ
ての目標として設定され、「全国チャイルドケア戦略」という名称のイニシアティブが政策の基本となったが、
この戦略の目的とするところは、①保育サービスの質の向上、②適正な料金、③定員拡大と情報提供であった。 
 第６章では政権第２期目の現政権によるチャイルドケア政策の特徴について述べた。サービスの効率化と保
育機関の多機能化の進行、就学前教育の拡大と質的保証により、普遍的保育サービスの充実と重点取り組みと
いうふたつの方向性が明確になった。 
 第７章ではプレイグループとチャイルドマインダーに焦点を当て、それらが漸減の方向にあることに注目し
た。両者とも、諸条件の未整備という理由で子どもの観点からすれば適切なケアと教育を提供できないことが
ある。とはいえ今後も乳幼児とその親たちの一定のニーズを吸収しながら存続していくことが予想される。 
 第８章では日本の保育サービス供給の状況について概観し、問題点を示した。イギリスのチャイルドケアが
同じく変革期にある日本の保育サービスに与える示唆は、サービスの提供者と利用者の子育てについて共通エ
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ートスの形成、サービスについての情報開示、財源の確保の３点に焦点づけられる。 
 現在、日本の保育制度は大きく変容していこうとしている。イギリスのチャイルドケアは、乳幼児の教育と
ケアが適切に供給されないことの反面教師であるとともに、果敢にその変革にチャレンジすることの可能性を
示している。 
 
論 文 審 査 の 結 果 の要 旨 
本論文は、３部８章から構成される。第１部は、イギリスのチャイルドケアをECのなかで位置付ける作業であ
る。第２部は、イギリスのチャイルドケア、とりわけブレア政権以降の劇的な制度の展開が詳述される。第３
部では、イギリスのチャイルドケアがわが国与える示唆が論じられる。研究方法は、イギリスを中心にした外
国文献、ヨーク大学との共同研究で得られたデータ、先進的なモデル地域における数回に渡る聞き取り調査が
中核となっている。 
 序章では、イギリスのチャイルドケアへ注目する理由が記述される。すなわち、1997年のブレア政権以降、
子どもの養育責任の所在と責任分担（費用と直接的ケアとの両面で）、サービスデリバリーのシステム、乳幼児
期の発達の重要性、保育職の専門性といったチャイルドケアを構成する諸要件が一挙に顕在化したことである。
短期間における劇的な変化からわが国が学ぶべきことがあるのではないか、という問題意識である。 
 第１章では、EC/EUの保育ネットワークの視点から、イギリスのチャイルドケアの全般的な立ち遅れが明ら
かにされた。とりわけ、保育サービスにおける公的財源の充当の拡大、３歳以上の就学前の幼児に対する教育
サービスについての立ち遅れである。 
 第２章では、第１章と同じ視点から男性保育者問題が検討され、保育サービスがイギリスにおいて普遍的な
サービスではなく、社会福祉の文脈でのニーズのある家族を対象としていることが特徴として明らかにされた。 
 第３章では、エスピン‐アンデルセンの３つの福祉国家類型論を手掛かりにして、18のOECD諸国のチャイ
ルドケア・データを用い、イギリスのチャイルドケアが自由主義レジュームに属することを明らかにした。 
 第４章では、ブレア政権以前のチャイルドケアの歴史が記述されているが、そこではイギリスのチャイルド
ケアの立ち遅れ（子どものケアは家庭の責任であり母親と子どもの居場所は家庭であるとされ、乳幼児のケア
と教育は主に私立とボランタリーによる保育機関で発達した）、戦後の学校教育の拡大が高等教育機関まで行き
渡り、就学前教育の充実に向かってようやく政府が重い腰を上げ始めたことが明らかにされた。 
 第５章では、ブレア政権第１期のチャイルドケア政策、とりわけ保育サービスの質の向上、適正な料金、定
員拡大と情報提供を目的とした「全国チャイルドケア戦略」の詳細（モデル保育機関の設置、サービスデリバ
リーがより効率的に行われるような省庁の連携や地域ごとのパートナーシップの形成、就学前教育の無償提供
への着手、低所得者層への保育費用補助、全体の職業資格見直しの中での保育職の位置づけ等）が記述された。
結果、「第３の道」の理念のもと、政策的課題の中核的部分に乳幼児の教育とケア、家族支援が据えられたと記
述された。 
 第６章では、ブレア政権第２期のチャイルドケア政策の特徴が詳述された。「確かなスタート」イニシアティ
ブの拡大、サービスの効率化を図り省庁合同を背景としての保育機関の多機能化の推進、３・４歳児の２年間
の就学前教育の無償提供の徹底と３歳末満児の保育に関心が向けられるようになったこと（量的拡大）、と就学
前教育のナショナル・カリキュラムと保育供給の基準となるケアスタンダードの制定とそれらに基く OFSTED
（教育基準局）による保育機関査察責任の一本化（質的保証）、がそれである。この段階で、イギリスのチャイ
ルドケアは、普遍的保育サービスの充実と重点的取り組みという二つの方向を明確にした。 
 第７章では、イギリス社会で一定の伝統を持つプレイグループとチャイルドマインダーに焦点をあて、ブレ
ア政権第２期のチャイルドケア政策のなかでの評価が行われた。すなわち、チャイルドケアの有償労働化、雇
用関係の近代化、幼児教育＝就学前教育の専門性の認識が、プレイグループ、チャイルドマインダーの成立を
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困難にすると予測された。 
 第８章では、イギリスのチャイルドケアがわが国の保育サービスに与える影響について、サービス提供者と
利用者のパートナーシップの形成、サービスの情報開示、財源の確保の３点が示唆された。 
 本論文は、ブレア政権以降、劇的な改革が進行中の、イギリス・チャイルドケアの制度の全体像を記述しよ
うと試みた意欲的な論文である。とりわけエスピン‐アンデルセンの福祉国家類型論をモデルに具体的なデー
タを入力してイギリスのチャイルドケアをEC国家群のなかに位置付ける作業は評価に値する。また2000年以
降の改革まで資料を入手し、制度改革の最前線を視野に入れながら、制度の全体像を理解しようと試みたこと、
加えてわが国の保育政策の改革に一定の示唆を与える内容が含まれていること、等が評価に値する。 
 以上の結果から、本論文を、博士（学術）の学位に値するものと認めた。 
